
横 浜 市 行 政 不 服 審 査 会 

第 1 5 回 会 議 次 第 
 

平成 29年６月 27日（火）午後１時 30分 

横 浜 市 庁 舎 ３ 階 Ａ 会 議 室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 事 

 (1) 行政不服審査法第 43 条第１項第５号の規定により横浜市行政不服審査会への諮問を

要しない審査請求について 

 (2) 審査請求に係る調査審議 

  ア 平成 29年度施設・事業利用調整結果（保留）処分 

  イ 生活保護費用徴収金決定処分 

  ウ 行政証明不交付決定処分 

    エ 行政証明不交付決定処分 

  オ 療育手帳交付決定処分 

 

(3) その他 

 

 

３ 閉 会 

 



(案) 

行政不服審査法第 43条第１項第５号の規定により  

横浜市行政不服審査会への諮問を要しない審査請求について 

行政不服審査法(平成 26年法律第 68号) 第 43条第１項第５号の規定により

次のいずれかに該当する審査請求は、横浜市行政不服審査会への諮問を要しな

いものとする。 

１ 身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）第 15条に規定する身体障害

者手帳の等級の決定についての審査請求で、次のいずれかに該当する場合 

(1) 審査請求に係る処分をしようとするときに、横浜市社会福祉審議会身体

障害者程度審査部会の議を経て当該処分がされた場合（身体障害者福祉法

施行令（昭和 25年政令第 78号）第５条第１項の規定に基づき議を経た処

分に係る審査請求を除く。） 

(2) 裁決をしようとするときに、横浜市社会福祉審議会身体障害者障害程度

審査部会の議を経て裁決をしようとする場合 

２ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第

45 条に規定する精神障害者保健福祉手帳の不交付及び等級の決定について

の審査請求で、次のいずれかに該当する場合 

(1) 審査請求に係る処分をしようとするときに、精神保健指定医（精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律第 18 条第１項の精神保健指定医をいう。）

に指定された者の意見を聴取して当該処分がされた場合 

(2) 障害年金の受給を証する書類又は特別障害給付金の受給を証する書類の

提出をもって精神障害者保健福祉手帳の交付申請がなされた場合で障害年

金及び特別障害給付金で認定された等級をもって処分がされた場合 



   
 

３ 横浜国際港都建設計画高度地区の変更の適用を除外する処分についての

審査請求で、審査請求に係る処分をしようとするときに、建築審査会の同意

を得て当該処分がされた場合 

 

 

平成 28年 11月 16日 決定 

平成 29年６月 27日  追加                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   
 

参考:行政不服審査法(抄) 

第 43条 審査庁は、審理員意見書の提出を受けたときは、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、審査庁が主任の大臣又は宮内庁長官若しくは内閣府

設置法第四十九条第一項若しくは第二項若しくは国家行政組織法第三条第二項

に規定する庁の長である場合にあっては行政不服審査会に、審査庁が地方公共

団体の長（地方公共団体の組合にあっては、長、管理者又は理事会）である場

合にあっては 第八十一条第一項又は第二項の機関に、それぞれ諮問しなければ

ならない。 

 

一 審査請求に係る処分をしようとするときに他の法律又は政令（条例に基づ

く処分については、条例）に第九条第一項各号に掲げる機関若しくは地方公共

団体の議会又は これらの機関に類するものとして政令で定めるもの（以下「審

議会等」という。）の議を経るべき旨又は経ることができる旨の定めがあり、か

つ、当該議を経て当該処分がされた場合 

 

二 裁決をしようとするときに他の法律又は政令（条例に基づく処分について

は、条例）に第九条第一項各号に掲げる機関若しくは地方公共団体の議会又は

これらの機関に類するものとして政令で定めるものの議を経るべき旨又は経る

ことができる旨の定めがあり、かつ、当該議を経て裁決をしようとする場合 

 

五 審査請求が、行政不服審査会等によって、国民の権利利益及び行政の運営

に対する影響の程度その他当該事件の性質を勘案して、諮問を要しないものと

認められたものである場合 



行政不服審査法第43条第1項第1号該当 行政不服審査法第43条第１
項第５号該当
身体Aと同様の手続を経て
いるため

行政不服審査法第43条第１項第５号該当
裁決をしようとするときに上記「横浜市
社会福祉審議会身体障害者障害程度審査
部会」に諮問する運用とし、行政不服審
査法第43条第１項第２号に準じる取扱い
とする

行政不服審査法第43条第１項第５号該当
実質的には、身体Ａ・身体Ｂと同様の手続であるため

行政不服審査法第43条第１項第５
号該当
処分の要件が明確に定められ、
行政裁量が認められないため
（精神障害者保健福祉手帳制度
実施要領について（厚生労働省
通達））

行政不服審査法第43条第１項第５号該当
実質的には、身体Ａ・Ｂと同様、第三者機関の議を経ているた
め

（法律、政令又は条例には行審法第９条第１項に掲げる機関
（附属機関）の議を経るべき旨又は経ることができる旨の定め
はないため、行審法第43条第１項第１号には該当しない。
しかし、「横浜市国際港都建設計画高度地区の変更」（告示）
において、当該処分の際に、第三者機関である建築審査会の同
意を得る旨定められている。）

不要

附属機関ではない

行政不服審査会への
諮問の要否（案）

不要 不要 不要 不要

附属機関

横浜市国際港都建設計画高度地区の変更　(告示）

諮問機関

横浜市地方社会福祉審議会身体障害者
障害程度審査部会に諮問
根拠:身体障害者福祉法施行令第５条
　　 横浜市社会福祉審議会条例
　　 横浜市社会福祉審議会運営要綱

横浜市地方社会福祉審議
会身体障害者障害程度審
査部会に諮問
根拠：身体障害者手帳に係
る交付手続き及び医師の指
定に関する取扱いについて
(厚生労働省通達)

精神障害者保健福祉手帳判定会
議（※）に意見聴取
【従前（平成28年10月末日までに、
次の要領に基づいて意見聴取が
なされた場合）】
　
根拠：精神障害者保健福祉手帳
制度実施要領について(厚生省医
療局長通知)及び横浜市こころの
健康相談センター自立支援医療
（精神通院医療）及び精神障害
者保健福祉手帳判定会議運営要
領（平成25年４月15日制定）
※地方自治法第138条の４第３項
に規定する附属機関には該当し
ない。

精神保健指定医に意見聴取（会
議体）
【今後（平成28年11月１日以降に、
次の要領に基づいて意見聴取が
なされた場合）】

根拠：横浜市こころの健康相談
センター自立支援医療（精神通
院医療）支給認定及び精神障害
者保健福祉手帳判定業務取扱要
領（平成28年11月１日制定）
※地方自治法第138条の４第３項
に規定する附属機関には該当し
ない。

建築審査会

諮問の根拠 法施行令 厚生労働省通達 本市運営要領

諮問機関の性質 附属機関

【資料】 国際港都建設計画（高度地区）の変更の適用除外処分の取扱いについて

身体障害者(身体障害者手帳) 精神障害者(精神障害者保健福祉手帳) 都市計画上の高度地区の変更の適用除外

根拠規定

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）
第４条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある
18歳以上の者であつて、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。

第15条　身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居住地（居住地を有しな
いときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請することができる。ただし、本人が十
五歳に満たないときは、その保護者（親権を行う者及び後見人をいう。ただし、児童福祉法第二十七条第一項
第三号 又は第二十七条の二 の規定により里親に委託され、又は児童福祉施設に入所した児童については、当
該里親又は児童福祉施設の長とする。以下同じ。）が代わつて申請するものとする。
４　都道府県知事は、第一項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当すると認めたとき
は、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）
第５条 この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存
症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。

第45条　精神障害者（知的障害者を除く。以下この章及び次章において同じ。）は、厚生労働省令
で定める書類を添えて、その居住地（居住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に精
神障害者保健福祉手帳の交付を申請することができる。
２　都道府県知事は、前項の申請に基づいて審査し、申請者が政令で定める精神障害の状態にある
と認めたときは、申請者に精神障害者保健福祉手帳を交付しなければならない。

横浜市告示第535号（平成28年８月25日）
　横浜市国際港都建設計画高度地区の変更
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用
する同法第19条第１項の規定に基づき、横浜国際港都建設計画高
度地区を次のとおり変更した。（中略）

１　適用の除外
　次の各号のいずれかに該当する建築物については、前記の制限
は適用しない。
(1)～(3)中略
(4)　市長が公益上やむを得ない、又は周囲の状況等により都市計
画上支障がないと認め、かつ、建築審査会の同意を得て許可した建
築物

A B C A B

【要件】
その障害が法別表に掲げるものに該当

しないと認めるとき

【要件】
・その障害が法別表に掲
げるものに該当するか否
かについて疑いがあると

き
・等級表のいずれに該当

するか不明なとき

【要件】
診断書・意見書の内容で判断可能なとき

【添付書類】
主治医の診断書

【添付書類】
障害年金の受給を証する書類(障
害年金の等級が判定済み)
【添付書類】
特別障害給付金の受給を証する書
類(特別障害者給付金の等級が判
定済み)








	議題１
	説明資料（考え方）
	【告示】横浜国際港都建設計画高度地区の変更




